
京都市告示第   号 

 平成３１年３月２０日に市会本会議で議決された平成３０年度京都市予算の要領は，次

のとおりです。 

  平成３１年４月１日 

                          京都市長 門川 大作 

 

   平成31 年度京都市一般会計予算 

 

 平成31 年度京都市一般会計の予算は，次に定めるところによる。 

（歳入歳出予算）  

第１条 歳入歳出予算の総額は，歳入歳出それぞれ794,413,000千円と定める。 

２ 歳入歳出予算の款項の款項の区分及び当該区分ごとの金額は，「第 1 表歳入歳出予算

補正」による。 

（繰越明許費） 

第２条 地方自治法第213条第1項の規定により翌年度に繰り越して使用することができ

る経費は，「第2 表繰越明許費補正」による。 

（債務負担行為） 

第３条 地方自治法第214条の規定により債務を負担することができる事項，期間及び限

度額は，「第3表債務負担行為補正」による。 

（市債） 

第４条 地方自治法第 230 条第 1 項の規定により起こすことができる市債の起債の目的，

限度額，起債の方法，利率及び償還の方法は，「第4表市債補正」による。 

（一時借入金） 

第５条 地方自治法第 235 条の 3 第 2 項の規定による一時借入金の借入れの最高額は，

130,000,000 千円と定める。 
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千円

1 市 税 300,069,000

1 市 民 税 147,457,000

2 固 定 資 産 税 106,924,000

3 軽 自 動 車 税 1,834,000

4 市 た ば こ 税 8,354,000

5 入 湯 税 104,000

6 事 業 所 税 7,445,000

7 都 市 計 画 税 23,788,000

8 宿 泊 税 4,163,000

2 地 方 譲 与 税 3,357,000

1 地 方 揮 発 油 譲 与 税 1,456,000

2 自 動 車 重 量 譲 与 税 1,718,000

3 地 方 道 路 譲 与 税 1,000

4 石 油 ガ ス 譲 与 税 86,000

5 森 林 環 境 譲 与 税 96,000

3 府 税 交 付 金 34,260,000

1 利 子 割 交 付 金 417,000

2 配 当 割 交 付 金 1,553,000

3 株式等譲渡所得割交付金 1,426,000

4 ゴルフ場利用税交付金 27,000

5 自 動 車 取 得 税 交 付 金 666,000

6 軽 油 引 取 税 交 付 金 4,198,000

7 地 方 消 費 税 交 付 金 25,424,000

8 分離課税所得割交付金 234,000

9 自動車税環境性能割交付 315,000
金

　　第１表　歳入歳出予算

      歳       入

款 項 金 額



千円

4 地 方 特 例 交 付 金 2,773,000

1 地 方 特 例 交 付 金 1,426,000

2 子ども・子育て支援臨時 1,347,000
交付金

5 地 方 交 付 税 62,778,000

1 地 方 交 付 税 62,778,000

6 交通安全対策特別交付金 700,000

1 交通安全対策特別交付金 700,000

7 分 担 金 及 び 負 担 金 6,213,175

1 負 担 金 6,213,175

8 使 用 料 及 び 手 数 料 21,497,955

1 使 用 料 16,025,122

2 手 数 料 5,472,833

9 国 庫 支 出 金 155,071,820

1 国 庫 負 担 金 135,465,157

2 国 庫 補 助 金 18,704,616

3 国 庫 委 託 金 902,047

10 府 支 出 金 41,132,559

1 府 負 担 金 30,055,016

2 府 補 助 金 8,104,193

3 府 委 託 金 2,973,350

11 財 産 収 入 7,183,699

1 財 産 運 用 収 入 4,222,932

2 財 産 売 払 収 入 2,960,767

12 寄 附 金 2,731,550

款 項 金 額



千円

1 寄 附 金 2,731,550

13 繰 入 金 18,955,072

1 特 別 会 計 繰 入 金 1,634,953

2 基 金 繰 入 金 17,320,119

14 繰 越 金 1

1 繰 越 金 1

15 諸 収 入 45,471,169

1 延滞金加算金及び過料 251,311

2 市 預 金 利 子 3,200

3 貸 付 金 元 利 収 入 2,243,921

4 預 託 金 元 利 収 入 31,283,287

5 受 託 事 業 収 入 242,000

6 収 益 事 業 収 入 3,500,000

7 雑 入 7,947,450

16 市 債 92,219,000

1 市 債 92,219,000

794,413,000

前 回 750,432,000

増 額 43,981,000

款 項 金 額

歳 入 合 計



千円

1 議 会 費 2,279,000

1 議 会 費 2,279,000

2 総 務 費 51,235,000

1 総 務 管 理 費 31,882,299

2 税 務 費 3,162,278

3 統 計 調 査 費 72,192

4 財 産 費 728,295

5 選 挙 費 1,375,771

6 監 査 委 員 費 11,401

7 人 事 委 員 会 費 42,100

8 大 学 費 1,521,956

9 防 災 費 312,886

10 総 務 施 設 整 備 費 12,125,822

3 文 化 市 民 費 29,746,000

1 文 化 市 民 総 務 費 10,943,367

2 文 化 費 4,563,335

3 市 民 生 活 費 3,306,133

4 共 同 参 画 社 会 費 240,138

5 ス ポ ー ツ 振 興 費 894,186

6 文 化 市 民 施 設 整 備 費 9,798,841

4 保 健 福 祉 費 223,998,000

1 保 健 福 祉 総 務 費 38,000,989

2 生 活 保 護 費 74,316,126

3 障 害 者 福 祉 費 54,344,060

4 老 人 福 祉 費 47,140,085

5 保 健 費 3,469,951

6 予 防 費 3,777,363

金 額款 項

      歳       出



千円

7 生 活 衛 生 費 733,746

8 保 健 福 祉 施 設 整 備 費 2,215,680

5 子ども若者はぐくみ費 114,270,000

1子ども若者はぐくみ総務費 9,502,379

2子ども若者はぐくみ事業費 104,405,716

3子ども若者はぐくみ施設整
備費

6 環 境 費 27,890,000

1 環 境 総 務 費 9,439,822

2 環 境 保 全 費 665,024

3 ご み 処 理 費 8,033,972

4 ふ ん 尿 処 理 費 500,805

5 機 材 管 理 費 240,127

6 環 境 施 設 整 備 費 9,010,250

7 産 業 観 光 費 42,493,000

1 産 業 観 光 総 務 費 3,086,573

2 商 工 振 興 費 4,835,087

3 中 小 企 業 対 策 費 31,233,000

4 技 術 振 興 費 948,000

5 観 光 費 1,320,369

6 農 業 費 431,559

7 林 業 費 483,236

8 産 業 観 光 施 設 整 備 費 155,176

8 計 画 費 20,070,000

1 計 画 総 務 費 6,155,721

2 都 市 計 画 費 770,174

3 風 致 美 観 費 969,657

4 建 築 指 導 費 661,339

5 住 宅 政 策 費 1,046,352

6 住 宅 管 理 費 4,503,738

361,905

款 項 金 額



千円

7 住 環 境 整 備 費 5,963,019

9 土 木 費 31,396,000

1 土 木 総 務 費 5,822,033

2 駐 車 場 費 395,754

3 道 路 橋 り ょ う 費 6,586,522

4 道 路 特 別 整 備 費 6,947,512

5 河 川 排 水 路 費 1,928,354

6 都 市 河 川 整 備 費 1,337,352

7 緑 化 推 進 費 3,314,669

8 街 路 費 1,024,868

9 重 要 幹 線 街 路 費 1,588,436

10 土 地 区 画 整 理 費 1,870,275

11 市 街 地 再 開 発 費 360,225

12 受 託 工 事 費 220,000

10 消 防 費 22,073,000

1 消 防 総 務 費 17,417,424

2 消 防 費 2,917,976

3 消 防 施 設 整 備 費 1,737,600

11 教 育 費 109,379,000

1 教 育 総 務 費 86,016,630

2 小 学 校 費 3,917,347

3 中 学 校 費 2,383,142

4 高 等 学 校 費 725,803

5 幼 稚 園 費 90,853

6 社 会 教 育 費 2,092,976

7 青少年科学センター費 102,297

8 学 校 施 設 整 備 費 14,049,952

12 災 害 対 策 費 802,000

1 農 林 災 害 復 旧 費 291,000

項 金 額款



千円

2 土 木 災 害 復 旧 費 500,000

3 文化市民施設災害復旧費 11,000

13 公 債 費 87,923,000

1 公 債 費 87,923,000

14 諸 支 出 金 30,659,000

1 公 営 企 業 費 29,098,000

2 土 地 取 得 費 1,561,000

15 予 備 費 200,000

1 予 備 費 200,000

794,413,000

前 回 766,088,000

増 額 28,325,000

款 項 金 額

歳 出 合 計



　第２表　繰　越　明　許　費

事　　　　　業　　　　　名 金　　　額

千円

8 計 画 費 1 計 画 総 務 費 まち再生創造推進事業 24,000

3 風 致 美 観 費 風致美観事業 52,000

4 建 築 指 導 費 建築指導事業 131,000

7 住 環 境 整 備 費 住環境整備事業 503,000

9 土 木 費 3 道 路 橋 り ょ う 費 交通安全施設整備事業 50,000

道路改良事業 200,000

橋りょう改修事業 50,000

4 道 路特 別整 備 費 道路特別整備事業 1,050,000

交通安全施設整備事業 200,000

5 河 川 排 水 路 費 河川改修事業 50,000

幹線排水路改修事業 50,000

6 都 市河 川整 備 費 都市河川整備事業 450,000

8 街 路 費 幹線街路整備事業 200,000

9 重 要幹 線街 路 費 重要幹線街路整備事業 800,000

10 土地 区画 整 理費 公共団体区画整理補助事業 330,000

11 教 育 費 8 学 校施 設整 備 費 学校施設整備事業 2,500,000

款 項



　第３表　債務負担行為

事　　　　　　項 期　　　間 限　　　　度　　　　額

千円

平成31年度における地方債 平成31年度から 元金1,197,000,000千円及びこれに対する利子
証券の共同発行によって生 相当額
じる連帯債務 平成41年度まで

新庁舎整備事業費 平成31年度から 55,810

平成33年度まで

大学のまち交流センター管 平成32年度から 507,571
理経費

平成34年度まで

市政情報総合案内コールセ 平成31年度から 477,195
ンター運営経費

平成36年度まで

総務事務センター運営経費 平成32年度から 963,900

平成36年度まで

国際交流会館管理経費 平成32年度から 577,458

平成34年度まで

税務事務の更なる効率化に 平 成 32 年 度 149,242
係る税システム改修費

マイナンバー連携システム 平成31年度及び 54,500
改修費

平成32年度じじ

芸術文化特別奨励金 平 成 32 年 度 6,000

平成31年度助成金等内定者 平成31年度から 融資金の回収未済額
資金融資制度損失補てん金

債務消滅時まで

京都芸術センター管理経費 平成32年度から 391,734

平成34年度まで

市民狂言会事業費 平 成 32 年 度 4,406

平成31年度文化財保護事業 平成31年度から 次の各号に掲げる額の合計額
資金融資制度損失補てん金 (1)融資金の回収未済額

債務消滅時まで (2)債務者が支払うべき約定利息額
(3)延滞割賦金のそれぞれに対して約定償還日
　 の翌日から年利率14.0パーセントの割合を
　 乗じて得た遅延損害金



事　　　　　　項 期　　　間 限　　　　度　　　　額

考古資料館管理経費 平成32年度から 79,251

平成34年度まで

千円

ロームシアター京都（京都 平成32年度から 2,634,401
会館）管理経費

平成38年度まで

文化施設管理経費 平成32年度から 1,270,506

平成34年度まで

新・京都市美術館オープニ 平 成 32 年 度 123,500
ングプロジェクト経費

元離宮二条城運営事業費 平成31年度から 921,600

平成35年度まで

市民活動総合センター管理 平成32年度から 175,560
経費

平成34年度まで

いきいき市民活動センター 平成32年度及び 501,079
管理経費

平成33年度○○

区役所窓口サービス向上・ 平成32年度から 259,000
業務効率化に向けた取組

平成34年度まで

男女共同参画センター管理 平成32年度から 320,880
経費

平成34年度まで

スポーツ施設管理経費 平成32年度から 1,503,447

平成34年度まで

元離宮二条城整備事業費 平 成 32 年 度 3,300

市立芸術大学移転に伴う下 平 成 32 年 度 7,042
京いきいき市民活動センタ
ー第2高齢者ふれあいサロン
除却

西京極総合運動公園陸上競 平 成 32 年 度 720,000
技場兼球技場第1種公認継続
に向けた改修工事費

民間社会福祉施設整備助成 平 成 32 年 度 730,000
事業費

千円



事　　　　　　項 期　　　間 限　　　　度　　　　額

地域福祉その他施設管理経 平成32年度から 752,000
費

平成34年度まで

千円

高齢者福祉施設管理経費 平成32年度から 170,000

平成35年度まで

保健衛生施設管理経費 平成32年度から 187,000

平成34年度まで

受動喫煙防止対策事業費 平 成 32 年 度 46,800

平成31年度看護師修学資金 平成31年度から 次の各号に掲げる額の合計額
融資制度損失補てん金 (1)融資金の回収未済額

債務消滅時まで (2)債務者が支払うべき約定利息額
(3)延滞割賦金のそれぞれに対して約定償還日
　 の翌日から年利率14.0パーセントの割合を
　 乗じて得た遅延損害金

民間社会福祉施設整備助成 平 成 32 年 度 120,800
事業費

児童福祉施設管理経費 平成32年度から 449,000

平成35年度まで

青少年施設管理経費 平成32年度から 1,161,000

平成34年度まで

楽只保育所設計費 平 成 32 年 度 35,613

環境保全活動センター管理 平 成 32 年 度 2,778
経費

家庭ごみ有料指定袋製造経 平 成 32 年 度 238,000
費

燃やすごみ等収集運搬経費 平成32年度から 27,278

平成34年度まで

燃やすごみ等収集運搬経費 平成32年度から 3,220,218

平成35年度まで

南部クリーンセンター第二 平 成 32 年 度 40,187
工場整備事業費

東北部クリーンセンター大 平成32年度及び 12,015,820
規模改修工事事業費

平成33年度○○

千円



事　　　　　　項 期　　　間 限　　　　度　　　　額

広域最終処分場建設負担金 平成32年度から 101,194

平成35年度まで

千円

　平成31年度セーフティネッ 平成31年度から
　ト融資制度損失補てん金

平成52年度まで

　平成31年度政策支援融資制 平成31年度から
　度損失補てん金

平成52年度まで

　平成31年度事業成長・持続 平成31年度から
　支援融資制度損失補てん金

平成46年度まで

　勧業館ＥＳＣＯサービス料 平成32年度から 176

平成34年度まで

　新京都館物件確保経費 平 成 31 年 度

小規模企業おうえん資金，災害対策緊急資金,
あんしん借換資金(緊急枠)，消費税率引上げ
対応に関する資金，中小企業下支え資金及び
中小企業再生資金で，信用保証協会が債務の
保証を行ったことによって生じた代位弁済元
金額から中小企業信用保険法第５条の規定に
より支払を受けた保険金の額を控除した額に
対して，小規模企業おうえん資金及び災害対
策緊急資金において100分の80を，あんしん
借換資金（緊急枠）及び消費税率引上げ対応
に関する資金，中小企業下支え資金において
100分の65を，中小企業再生企業下支資金に
おいて６分の１をそれぞれ乗じて得た額の合
計に相当する額

市関連認定制度資金，創業・経営承継支援資
金及び地域産業振興特区資金で，信用保証協
会が債務の保証を行ったことによって生じた
代位弁済元金額から中小企業信用保険法第５
条の規定により支払を受けた保険金の額を控
除した額に対して，市関連認定制度資金にお
いて100分の100を，創業・経営承継支援資金
(事業転換・多角化及び事業承継分（経営承
継借換型を除く）に限る。)において100分の
80を，地域産業振興特区資金において100分
の65を，創業・経営承継支援資金において
100分の10を，創業・経営承継支援資金（事
業承継分（経営承継借換型）に限る。）にお
いて3分の1をそれぞれ乗じて得た額の合計に
相当する額

信用保証協会が債務の保証を行ったことに
よって生じた代位弁済元金額から中小企業信
用保険法第５条の規定により支払を受けた保
険金の額を控除した額に対して100分の25を
乗じて得た額

京都館を移転するに当たり，移転先物件の賃
貸借契約時に必要となる保証金等に相当する
額

千円



事　　　　　　項 期　　　間 限　　　　度　　　　額

千円

　平成31年度企業立地促進制 平成31年度から
　度補助金

債務消滅時まで

　平成31年度企業立地促進制 平成31年度から
　度補助金

債務消滅時まで

　平成31年度企業立地促進土 平成31年度から
　地所有者奨励金

債務消滅時まで

　平成31年度ＭＩＣＥ誘致強 平成31年度から
　化事業補助金

債務消滅時まで

企業立地促進制度補助金及び京都型グローバ
ル・ニッチ・トップ企業育成補助金の交付対
象者が負担する久我の工業専用地域における
事業所等の新増設等に伴い雨水流出抑制施設
を整備した場合，当該整備に要した額（１平
方メートル当たり限度額2,700円）

久我の工業専用地域における企業立地促進の
ための土地所有者奨励金制度の対象事業とし
て認めた土地の売却価格から当該売却価格に
0.05を乗じた額を差し引いた額に0.05を乗じ
て得た額（１件当たり限度額15,000千円）

ＭＩＣＥ誘致強化事業補助金の交付対象とし
て認めた次の第１号及び第２号に掲げる額の
合計額に相当する額
⑴大規模国際会議の開催に要する経費と開催
　に伴い生じる収入額との差額（１件当たり
　限度額10,000千円）
⑵大規模国際会議の誘致に要する経費（１件
　当たり限度額1,000千円）

企業立地促進制度補助金及び京都型グローバ
ル・ニッチ・トップ企業育成補助金の交付対
象者が納入する次の第１号及び第２号に掲げ
る市税の額並びに交付対象者が負担する第３
号に掲げる経費の額並びに新事業創出型事業
施設活用推進事業補助金及びベンチャー企業
ステップアップ事業補助金の交付対象者が負
担する第４号に掲げる経費の額の合計額に相
当する額
(1)事業所等の新増設等に伴い取得した固定資
　 産（家屋及び償却資産に限る。）に係る固
　 定資産税（当該固定資産の取得者に新たに
　 課すこととなった年度から最大６年度分の
　 ものに限る。）
(2)事業所等の新増設等に伴い取得した家屋に
　 係る都市計画税（当該家屋の取得者に新た
　 に課すこととなった年度から最大６年度分
　 のものに限る。）
 （第１号及び第２号について１件当たり限度
 額６億円）
(3)事業所等の新増設等に伴い埋蔵文化財発掘
　 調査を実施した場合，当該調査に要した経
　 費（１件当たり限度額50,000千円）
(4)賃貸室の入居に要する経費の一部に相当す
　 る額（交付対象者が指定する日から最大５
　 箇年分のものに限る。京大桂ベンチャープ
　 ラザ北館及び南館並びにクリエイション・
　 コア京都御車においては，１件当たり限度
 　面積100平方メートル,京都リサーチパーク
　 地区においては１件当たり限度面積200平
　 方メートル）



事　　　　　　項 期　　　間 限　　　　度　　　　額

千円

　平成31年度木質ペレット需 平成31年度及び 25,000
　要拡大事業補助金

平成32年度じじ

　京北森林公園管理経費 平成32年度から 7,293

平成34年度まで

　地域特産物需要拡大センタ 平成32年度から 16,500
　ー管理経費

平成34年度まで

　森林文化交流センター管理 平成32年度から 13,550
　経費

平成34年度まで

　醍醐交流会館管理経費 平 成 32 年 度 1,100

景観・まちづくりセンター 平 成 32 年 度 840
管理経費

平成31年度らくなん進都整 平成31年度から らくなん進都企業立地促進のための土地所有
備推進事業（土地の売却） 者奨励金制度の対象事業として認めた土地の
補助金 債務消滅時まで 売却価格から当該売却価格に0.05を乗じた額

を差し引いた額に0.05を乗じて得た額（１件
当たり限度額15,000千円）

平成31年度らくなん進都整 平成31年度から らくなん進都企業立地促進のための土地所有
備推進事業（土地の賃貸及 者奨励金制度の交付対象者が納入する次の第
び貸事業所の新築等）補助 債務消滅時まで １号及び第２号に掲げる市税の額の６年度分
金 （１件当たり限度額年2,000千円）

⑴賃貸した土地又は事業所等に供される土地
  に対する固定資産税（上記奨励金の交付対
　象となるものに限る。）
⑵賃貸した土地又は事業所等に供される土地
  に対する都市計画税（上記奨励金の交付対
　象となるものに限る。）

嵯峨鳥居本町並み保存館管 平 成 32 年 度 51
理経費

久我の杜生涯学習プラザ運 平 成 32 年 度 130
営

平成31年度市営住宅実施 平成32年度及び 3,146,175
設計及び建設費

平成33年度■■

市立浴場管理経費 平成32年度及び 497,556

平成33年度■■



事　　　　　　項 期　　　間 限　　　　度　　　　額

千円

駐車場管理経費 平成32年度から 1,103,457

平成34年度まで

出町自転車等駐車場管理経 平成32年度から 19,500
費

平成34年度まで

道路台帳補正経費 平 成 32 年 度 57,438

三栖向納所線工事費 平 成 32 年 度 80,000

今熊野橋補修工事費 平 成 32 年 度 115,200

丸太町橋補修工事費 平 成 32 年 度 60,000

河合橋補修工事費 平成32年度及び 323,050

平成33年度○○

田辺橋補修工事費 平 成 32 年 度 47,000

松尾橋補修工事費 平 成 32 年 度 150,000

中之郷橋補修工事費 平 成 32 年 度 15,000

淀高架橋補修工事費 平成32年度及び 934,000

平成33年度○○

西国街道高架橋補修工事費 平 成 32 年 度 30,000

御薗橋工事費 平 成 32 年 度 262,000

宮前橋工事費 平 成 32 年 度 110,000

賀茂大橋補修工事費 平 成 32 年 度 150,000

神泉苑橋補修工事費 平 成 32 年 度 15,000

東住吉橋補修設計費 平 成 32 年 度 10,000

白川橋補修設計費 平 成 32 年 度 6,000

橋りょう点検費 平 成 32 年 度 100,000

垂箕山横断歩道橋点検費 平 成 32 年 度 12,000

花山トンネル補修工事費 平 成 32 年 度 88,000



事　　　　　　項 期　　　間 限　　　　度　　　　額

千円

先斗町通無電柱化工事費 平 成 32 年 度 79,000

三条小橋無電柱化工事費 平 成 32 年 度 168,000

京都京北線（弁ヶ淵）工事 平 成 32 年 度 25,400
費

竹田川河川改修工事費 平 成 32 年 度 116,100

高瀬川河川改修工事費 平 成 32 年 度 90,000

西羽束師排水機場1号エンジ 平 成 32 年 度 198,000
ン更新工事費

西羽束師川河川改修工事費 平 成 32 年 度 164,500

西高瀬川（有栖川工区）河 平 成 32 年 度 60,000
川改修工事費

新川河川改修工事費 平 成 32 年 度 189,000

七瀬川河川改修工事費 平成32年度から 816,000

平成34年度まで

梅小路公園管理経費 平成32年度から 429,000

平成34年度まで

宝が池公園子どもの楽園管 平成32年度から 44,550
理経費

平成34年度まで

大宮交通公園再整備 平 成 32 年 度 26,507

鴨川東岸線（第３工区）工 平 成 32 年 度 147,000
事費

伏見西部第五地区区画整理 平 成 32 年 度 230,000
幹線街路事業費

上鳥羽南部地区区画整理補 平 成 32 年 度 31,900
助事業費

山科駅前駐車場管理経費 平成32年度から 221,100

平成34年度まで

山科駅前自転車等駐車場管 平成32年度から 135,300
理経費

平成34年度まで



事　　　　　　項 期　　　間 限　　　　度　　　　額

千円

健康文化施設管理経費 平成32年度から 23,100

平成34年度まで

市民防災センター管理経費 平成32年度から 442,680

平成34年度まで

北消防署移転整備費 平 成 32 年 度 1,603,000

野外活動施設管理経費 平成32年度から 27,963

平成34年度まで

知的障害者学習ホームひか 平 成 32 年 度 146
り学園管理経費

平成31年度学校増改築等施 平 成 32 年 度 5,311,800
設整備費



  16　一般

　第4表　市　　　　債

起　債　の　目　的 起債の方法 利　率 償還の方法

千円 ％

防 災 費 43,000 

総 務 施 設 整 備 費 8,542,000 

市 民 生 活 費 54,000 

文化市民施設整備費 5,521,000 

障害者福祉施設整備費 178,000 

高齢者福祉施設整備費 475,000 

保健衛生施設整備費 1,532,000 

市 立 病 院 費 5,000 

保 護 施 設 整 備 費 43,000 

子ども若者はぐくみ
事 業 費

252,000 

子ども若者はぐくみ
施 設 整 備 費

286,000 

環 境 施 設 整 備 費 6,140,000 

環 境 車 両 整 備 費 94,000 

技 術 振 興 事 業 費 61,000 

森 林 整 備 費 14,000 

産業観光施設整備費 123,000 

計 画 総 務 費 309,000 

交 通 政 策 費 263,000 

古 都 保 存 事 業 費 124,000 

開 発 指 導 費 8,000 

公 営 住 宅 整 備 費 2,250,000 

限　　度　　額

起債の日か

ら据置期間

を含め30年

以内に，元

利均等その

他の方法に

より償還す

る。ただし，

財政の都合

そ の 他に

よっては，

繰上償還を

することが
できる。

8.0以内
ただし，利
率見直し方
式で借り入
れる政府資
金及び地方
公共団体金
融機構資金
については，
利率の見直
しを行った
後において
は，当該見
直し後の利
率

証 券 発 行
（他の地方
公共団体と
の共同発行
を含む。）
又は消費貸
借の方法に
よる。

発行価格が額
面金額を下回
るときは，そ
の発行価格差
減額を埋める
ため必要な金
額をこれに加
算した額



一般　17　

起　債　の　目　的 起債の方法 利　率 償還の方法

千円　 ％　

公 園 緑 地 整 備 費 286,000 

一 般 公 共 事 業 費 5,550,000 

消 防 費 219,000 

消 防 施 設 整 備 費 1,701,000 

学 校 施 設 整 備 費 10,694,000 

都 市 整 備 費 6,558,000 

水 道 事 業 出 資 金 1,121,000 

高速鉄道事業出資金 2,852,000 

高速鉄道事業補助金 15,000 

災 害 復 旧 費 284,000 

臨 時 財 政 対 策 債 36,622,000 

計 92,219,000 

限　　度　　額



議第2号

　　　平成31年度京都市母子父子寡婦福祉資金貸付事業特別会計予算

　平成31年度京都市母子父子寡婦福祉資金貸付事業特別会計の予算は，次に

定めるところによる。

1  歳入歳出予算の総額は，歳入歳出それぞれ776,000千円と定める。

2  歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は，「別表歳入歳出

  予算」による。

　 



別表　歳入歳出予算

　歳　　　入

金　　　　　　　　　　額

千円

1 繰 入 金 67,920

1 一 般 会 計 繰 入 金 67,920

2 繰 越 金 296,048

1 繰 越 金 296,048

3 諸 収 入 412,032

1 貸 付 金 元 利 収 入 257,181

2 雑 入 154,851

776,000

　歳　　　出

金　　　　　　　　　　額

千円

1
母子父子寡婦福祉資金貸
付事業費

587,283

1
母子父子寡婦福祉資金貸
付事業費

587,283

2 公 債 費 188,717

1 公 債 費 188,717

776,000歳　　　　出　　　　合　　　　計

款 項

歳　　　　入　　　　合　　　　計

款 項



議第3号

　　　　 平成31年度京都市国民健康保険事業特別会計予算

による。

 （歳入歳出予算）

　予算」による。

 （一時借入金）

　最高額は，15,000,000千円と定める。

　　　　平成31年2月19日提出

 　 京　都　市　長　　　 門　　　川　　　　大　　　作

平成31年度京都市国民健康保険事業特別会計の予算は，次に定めるところ

第1条 歳入歳出予算の総額は，歳入歳出それぞれ143,819,000千円と定める。

2 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は，「別表歳入歳出

第2条 地方自治法第235条の3第2項の規定による一時借入金の借入れの



千円

1 国 民 健 康 保 険 料 収 入 24,658,696

1 国 民 健 康 保 険 料 収 入 24,658,696

2 国 民 健 康 保 険 税 収 入 4

1 国 民 健 康 保 険 税 収 入 4

3 一 部 負 担 金 2

1 一 部 負 担 金 2

4 使 用 料 及 び 手 数 料 276

1 手 数 料 276

5 国 庫 支 出 金 2,822

1 国 庫 補 助 金 2,822

6 府 支 出 金 99,849,872

1 府 補 助 金 99,849,872

7 財 産 収 入 2,791

1 財 産 運 用 収 入 2,791

8 繰 入 金 19,038,997

1 一 般 会 計 繰 入 金 17,178,997

2 基 金 繰 入 金 1,860,000

9 繰 越 金 1

1 繰 越 金 1

10 諸 収 入 265,539

1 雑 入 265,539

　　別表　歳入歳出予算

      歳       入

款 項 金 額



千円

143,819,000

千円

1 国 民 健 康 保 険 費 143,819,000

1 事 務 費 3,610,433

2 保 険 給 付 費 140,177,567

3 公 債 費 1,000

4 予 備 費 30,000

143,819,000

      歳       出

款 項 金 額

歳 出 合 計

歳 入 合 計

款 項 金 額



議第4号

　　　平成31年度京都市介護保険事業特別会計予算

  平成31年度京都市介護保険事業特別会計の予算は，次に定めるところによ

る。

１　歳入歳出予算の総額は，歳入歳出それぞれ 144,275,000千円と定める。

２  歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は，「別表歳入歳出

  予算」による。



千円

1 保 険 料 28,497,398

1 保 険 料 28,497,398

2 使 用 料 及 び 手 数 料 133

1 手 数 料 133

3 国 庫 支 出 金 34,878,898

1 国 庫 負 担 金 24,143,888

2 国 庫 補 助 金 10,735,010

4 支 払 基 金 交 付 金 37,301,588

1 支 払 基 金 交 付 金 37,301,588

5 府 支 出 金 20,162,466

1 府 負 担 金 19,111,211

2 府 補 助 金 1,051,255

6 財 産 収 入 6,867

1 財 産 運 用 収 入 6,867

7 繰 入 金 23,375,003

1 一 般 会 計 繰 入 金 22,511,000

2 基 金 繰 入 金 864,003

8 繰 越 金 48,601

1 繰 越 金 48,601

9 諸 収 入 4,046

1 延滞金加算金及び過料 2,656

　　別表　歳入歳出予算

      歳       入

款 項 金 額



千円

2 雑 入 1,390

144,275,000

千円

1 総 務 費 3,485,744

1 事 務 費 3,485,744

2 保 険 給 付 費 133,092,618

1 保 険 給 付 費 133,092,618

3 地 域 支 援 事 業 費 7,236,641

1 総 合 事 業 費 5,061,419

2 包括的支援・任意事業費 2,175,222

4 基 金 積 立 金 400,996

1 基 金 積 立 金 400,996

5 予 備 費 10,000

1 予 備 費 10,000

6 諸 支 出 金 49,001

1 諸 支 出 金 49,001

144,275,000

      歳       出

款 項 金 額

歳 入 合 計

款 項 金 額

歳 出 合 計



議第5号

　　 平成31年度京都市後期高齢者医療特別会計予算

　平成31年度京都市後期高齢者医療特別会計の予算は，次に定めるところに

よる。

1  歳入歳出予算の総額は，歳入歳出それぞれ20,330,000千円と定める。

2  歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は，「別表歳入歳出

 予算」による。



千円

1 後期高齢者医療保険料 16,241,968

1 後期高齢者医療保険料 16,241,968

2 使 用 料 及 び 手 数 料 25

1 手 数 料 25

3 繰 入 金 4,046,000

1 一 般 会 計 繰 入 金 4,046,000

4 繰 越 金 5,851

1 繰 越 金 5,851

5 諸 収 入 36,156

1 延滞金加算金及び過料 2,001

2 償還金及び還付加算金 31,500

3 雑 入 2,655

20,330,000歳 入 合 計

　　別表　歳入歳出予算

      歳       入

款 項 金 額



千円

1 総 務 費 346,181

1 事 務 費 346,181

2 後期高齢者医療広域連合 19,944,969
納付金

1 後期高齢者医療広域連合 19,944,969
納付金

3 諸 支 出 金 38,850

1 諸 支 出 金 38,850

20,330,000

      歳       出

款 項 金 額

歳 出 合 計



議第6号

　　　平成31年度京都市中央卸売市場第一市場特別会計予算

　平成31年度京都市中央卸売市場第一市場特別会計の予算は，次に定めると

ころによる。

（歳入歳出予算）

第１条　歳入歳出予算の総額は，歳入歳出それぞれ4,681,000千円と定める。

２　歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は，「第１表歳入歳

　出予算」による。

（債務負担行為）

第２条　地方自治法第214条の規定により債務を負担することができる事項，

　期間及び限度額は，「第２表債務負担行為」による。

（市債）

第３条　地方自治法第230条第１項の規定により起こすことができる市債の

　起債の目的，限度額，起債の方法，利率及び償還の方法は，「第３表市債」

  による。

　

　



千円

1 使 用 料 及 び 手 数 料 1,553,934

1 使 用 料 1,553,896

2 手 数 料 38

2 財 産 収 入 30,020

1 財 産 運 用 収 入 30,000

2 財 産 売 払 収 入 20

3 繰 入 金 638,000

1 一 般 会 計 繰 入 金 638,000

4 繰 越 金 611,343

1 繰 越 金 611,343

5 諸 収 入 459,703

1 延滞金加算金及び過料 1

2 雑 入 459,702

6 市 債 1,388,000

1 市 債 1,388,000

4,681,000

　第１表　歳入歳出予算

    歳      入

款 項 金 額

歳 入 合 計



千円

1 市 場 費 4,681,000

1 中 央 卸 売 市 場 費 2,332,800

2 市 場 整 備 費 1,803,369

3 公 債 費 543,831

4 予 備 費 1,000

4,681,000

　第２表　債務負担行為

　第３表　市　　　　債

歳 出 合 計

    歳      出

款 項 金 額

千円 ％

起債の日から据
置期間を含め40
年以内に，元利
均等その他の方
法により償還す
る。ただし，財
政の都合その他
によっては，繰
上償還をするこ
とができる。

起 債 の 目 的 限　　度　　額 起債の方法 利　率 償還の方法

 中央卸売市場第一市場施設
 整備費

1,388,000

発行価格が額面
金額を下回ると
きは，その発行
価格差減額を埋
めるため必要な
金額をこれに加
算した額

証券発行
（他の地方公
共団体との共
同発行を含
む。）又は消
費貸借の方法
による。

8.0以内

ただし，利率
見直し方式で
借り入れる政
府資金及び地
方公共団体金
融機構資金に
ついては，利
率の見直しを
行った後にお
いては，当該
見直し後の利
率

 平成31年度中央卸売市場第一
 市場施設整備費

事　　　項 期　　間 限　　度　　額

千円

609,000平 成 32 年 度



議第7号

　　　平成31年度京都市中央卸売市場第二市場・と畜場特別会計予算

　平成31年度京都市中央卸売市場第二市場・と畜場特別会計の予算は，次に

定めるところによる。

（歳入歳出予算）

第１条　歳入歳出予算の総額は，歳入歳出それぞれ887,000千円と定める。

２　歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は,「第１表歳入歳

　出予算」による。

（市債）

第２条　地方自治法第230条第１項の規定により起こすことができる市債の

　起債の目的，限度額，起債の方法，利率及び償還の方法は,「第２表市債」

  による。

　

　



千円

1 使 用 料 及 び 手 数 料 210,856

1 使 用 料 210,846

2 手 数 料 10

2 府 支 出 金 10,100

１ 府 補 助 金 10,100

3 財 産 収 入 16

1 財 産 運 用 収 入 10

2 財 産 売 払 収 入 6

4 繰 入 金 351,010

1 一 般 会 計 繰 入 金 351,000

2 基 金 繰 入 金 10

5 繰 越 金 1

1 繰 越 金 1

6 諸 収 入 107,017

1 雑 入 107,017

7 市 債 208,000

1 市 債 208,000

887,000歳 入 合 計

　第１表　歳入歳出予算

    歳      入

款 項 金 額



千円

1 市 場 ・ と 畜 場 費 887,000

1 中央卸売市場・と畜場費 564,699

2 市 場 整 備 費 208,000

3 公 債 費 113,801

4 予 備 費 500

887,000

　第２表　市　　　　債

    歳      出

款 項 金 額

歳 出 合 計

千円 ％

起 債 の 目 的 限　　度　　額 起債の方法 利　率 償還の方法

中央卸売市場第二市場施設
整備費

208,000

発行価格が額面
金額を下回ると
きは，その発行
価格差減額を埋
めるため必要な
金額をこれに加
算した額

証券発行
（他の地方
公共団体と
の共同発行
を含む。）
又は消費貸
借の方法に
よる。

8.0以内
ただし，利
率見直し方
式で借り入
れる政府資
金及び地方
公共団体金
融機構資金
については,
利率の見直
しを行った
後において
は，当該見
直し後の利
率

起債の日か
ら据置期間
を含め40年
以内に，元
利均等その
他の方法に
より償還す
る。ただし，
財政の都合
そ の 他 に
よっては，
繰上償還を
することが
できる。



議第8号

　　  平成31年度京都市農業集落排水事業特別会計予算

　平成31年度京都市農業集落排水事業特別会計の予算は，次に定めるところ

による。

１　歳入歳出予算の総額は，歳入歳出それぞれ52,000千円と定める。

２　歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は,「別表歳入歳出

　予算」による。



千円

1 分 担 金 及 び 負 担 金 480

1 分 担 金 480

2 使 用 料 及 び 手 数 料 4,400

1 使 用 料 4,400

3 財 産 収 入 42

1 財 産 運 用 収 入 42

4 繰 入 金 46,905

1 一 般 会 計 繰 入 金 34,000

2 基 金 繰 入 金 12,905

5 繰 越 金 1

1 繰 越 金 1

6 諸 収 入 172

1 雑 入 172

52,000歳 入 合 計

　別表　歳入歳出予算

    歳      入

款 項 金 額



千円

1 農 業 集 落 排 水 事 業 費 52,000

1 農 業 集 落 排 水 事 業 費 30,151

2 公 債 費 21,344

3 予 備 費 505

52,000歳 出 合 計

      歳       出

款 項 金 額



議第９号

　　　平成31年度京都市土地区画整理事業特別会計予算

　平成31年度京都市土地区画整理事業特別会計の予算は，次に定めるところ

による。

（歳入歳出予算）

第１条　歳入歳出予算の総額は，歳入歳出それぞれ662,000千円と定める。

  ２　歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は,「第１表歳入歳

　出予算」による。

（繰越明許費）

第２条　地方自治法第213条第１項の規定により翌年度に繰り越して使用す

　ることができる経費は,「第２表繰越明許費」による。



千円

1 区 画 整 理 事 業 収 入 242,254

1 保 留 地 収 入 242,254

2 繰 入 金 302,745

1 基 金 繰 入 金 302,745

3 繰 越 金 108,000

1 繰 越 金 108,000

4 諸 収 入 9,001

1 雑 入 9,001

662,000

千円

1 区 画 整 理 事 業 費 662,000

1 事 務 費 121,649

2 区 画 整 理 事 業 費 540,351

662,000

　　第１表　歳入歳出予算

      歳       入

款 項 金 額

歳 入 合 計

      歳       出

款 項 金 額

歳 出 合 計



　第２表　繰越明許費

千円

1 区画整理
  事業費

2 区画整理事業費 29,000

款 項 事　　　業　　　名 金　　　額

伏見西部第三地区区画整理事業



議第10号

　　　平成31年度京都市駐車場事業特別会計予算

　平成31年度京都市駐車場事業特別会計の予算は，次に定めるところによる。

（歳入歳出予算）

第1条　歳入歳出予算の総額は，歳入歳出それぞれ52,000千円と定める。

2　歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は,「第1表歳入歳出

　予算」による。

（債務負担行為）

第2条　地方自治法第214条の規定により債務を負担することができる事項，

　期間及び限度額は，「第2表債務負担行為」による。



千円

1 使 用 料 及 び 手 数 料 47,922

1 使 用 料 47,922

2 繰 入 金 4,077

1 一 般 会 計 繰 入 金 4,077

3 繰 越 金 1

1 繰 越 金 1

52,000

千円
1 駐 車 場 事 業 費 52,000

1 駐 車 場 費 47,923

2 公 債 費 4,077

52,000

歳 入 合 計

    歳      出

款 項 金 額

歳 出 合 計

　第1表　歳入歳出予算

    歳      入

款 項 金 額



　第2表　債務負担行為

千円

800

事　　　　　項 期　　　　　間 限　　　度　　　額

駐車場管理経費
平 成 32 年 度



議第11号

　　　平成31年度京都市土地取得特別会計予算

　平成31年度京都市土地取得特別会計の予算は，次に定めるところによる。

（歳入歳出予算）

第１条　歳入歳出予算の総額は，歳入歳出それぞれ6,568,000千円と定める。

２　歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は，「第１表歳入歳

　出予算」による。

（繰越明許費）

第２条　地方自治法第213条第１項の規定により翌年度に繰り越して使用す

　ることができる経費は,「第２表繰越明許費」による。

（市債）

第３条　地方自治法第230条第１項の規定により起こすことができる市債の

　起債の目的，限度額，起債の方法，利率及び償還の方法は，｢第３表市債」

　による。



第１表　歳入歳出予算

　歳　　　入

千円  

1

１

２

2

１

3

１

4

１

5

1

千円  

1

１

２

３

款 項 金　　　　　額

財 産 収 入 1,246,999  

財 産 運 用 収 入 37,437  

財 産 売 払 収 入 1,209,562  

繰 入 金 1,561,000  

一 般 会 計 繰 入 金 1,561,000  

繰 越 金 1  

繰 越 金 1  

市 債 3,000,000  

3,010,000  

市 債 3,000,000  

歳　　　　　入　　　　　合　　　　　計 6,568,000  

　歳　　　出

繰 出 金 1,106,953  

款 項 金　　　　　額

土 地 先 行 取 得 費 6,568,000  

土 地 先 行 取 得 費

歳　　　　　出　　　　　合　　　　　計 6,568,000  

諸 収 入 760,000  

貸 付 金 収 入 760,000  

公 債 費 2,451,047  



金 額

千円

1 土地先行取
得費

300,000

償還の方法

第２表　繰 越 明 許 費

款 項 事 業 名

1土地先行取得費 土地先行取得事業

第３表　市　  　　　債

起 債 の 目 的 限　　　度　　　額 起債の方法

起債の日から据
置期間を含め30
年以内に，元利
均等その他の方
法により償還す
る。ただし，財
政の都合その他
によっては，繰
上償還をするこ
とができる。

利　率

千円 ％

公 共 用 地 先 行 取 得 費 4,000,000

発行価格が額面
金額を下回ると
きは，その発行
価格差減額を埋
めるため必要な
金額をこれに加
算した額

証券発行（他
の地方公共団
体との共同発
行を含む。）
又は消費貸借
の方法によ
る｡

8.0以内



議第12号

　　　平成31年度京都市市公債特別会計予算

　平成31年度京都市市公債特別会計の予算は，次に定めるところによる。

１　歳入歳出予算の総額は，歳入歳出それぞれ336,075,000千円と定める。

２　歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は，「別表歳入歳出

　予算」による。



千円

1 繰 入 金 211,056,998

1 一 般 会 計 繰 入 金 87,923,000

2 母子父子寡婦福祉資金貸 188,717
付事業特別会計繰入金

3 国民健康保険事業特別会 1,000
計繰入金

4 中央卸売市場第一市場特 543,831
別会計繰入金

5 中央卸売市場第二市場・ 113,801
と畜場特別会計繰入金

6 農業集落排水事業特別会 21,344
計繰入金

7 駐車場事業特別会計繰入 4,077
金

8 土地取得特別会計繰入金 2,451,047

9 市立病院機構病院事業債 1,786,000
特別会計繰入金

10 水道事業特別会計繰入金 19,566,257

11 公共下水道事業特別会計 31,122,340
繰入金

12 自動車運送事業特別会計 1,188,034
繰入金

13 高速鉄道事業特別会計繰 36,740,520
入金

14 基 金 繰 入 金 29,407,030

2 繰 越 金 1

1 繰 越 金 1

3 諸 収 入 1

1 雑 入 1

4 市 債 125,018,000

1 市 債 125,018,000

　　別表　歳入歳出予算

      歳       入

款 項 金 額



千円

336,075,000

千円

1 公 債 費 336,075,000

1 公 債 費 310,462,500

2 繰 出 金 25,612,000

3 予 備 費 500

336,075,000

款 項 金 額

歳 入 合 計

      歳       出

款 項 金 額

歳 出 合 計



議第13号

　　    平成31年度京都市立病院機構病院事業債特別会計予算

　平成31年度京都市立病院機構病院事業債特別会計の予算は，次に定めると

ころによる。

（歳入歳出予算）

第1条　歳入歳出予算の総額は，歳入歳出それぞれ2,448,000千円と定める。

2  歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は，「第1表歳入歳

　出予算」による。

（市債）

第2条　地方自治法第230条第1項の規定により起こすことができる市債の

　起債の目的，限度額，起債の方法，利率及び償還の方法は，「第2表市債」

　による。



千円

1 諸 収 入 1,786,000

1 貸 付 金 元 利 収 入 1,786,000

2 市 債 662,000

1 市 債 662,000

2,448,000

千円

市立病院機構病院事業債 2,448,000
管理事業費

1 貸 付 金 662,000

2 公 債 費 1,786,000

2,448,000

　　第１表　歳入歳出予算

      歳       入

款 項 金 額

金 額

1

歳 出 合 計

歳 入 合 計

      歳       出

款 項



  16　一般

　第2表　市　　　　債

起　債　の　目　的 起債の方法 利　率 償還の方法

千円 ％

限　　度　　額

市立病院機構貸付金 662,000 

発行価格が額面

金額を下回ると

きは，その発行

価格差減額を埋

めるため必要な

金額をこれに加

算した額

証券発行（他

の地方公共団

体との共同発

行を含む。）

又は消費貸借

の方法による。

起債の日から据
置期間を含め30
年以内に，元利
均等その他の方
法により償還す
る。ただし，財
政の都合その他
によっては，繰
上償還をするこ
とができる。

8.0以内



議第14号

平成31年度京都市水道事業特別会計予算

（総則）

（業務の予定量）

第２条　業務の予定量は，次のとおりとする。

事　　項
㎥  

件 

千円 

（収益的収入及び支出）

第３条　収益的収入及び支出の予定額は，次のとおりと定める。

千円

千円

千円

水 道 管 路 の
改 築 更 新 ・ 地 震 対 策

11,980,000  老朽化した配水管の更新

水 道 施 設 の
改 築 更 新 ・ 地 震 対 策

3,120,000  
浄水場施設の改築更新及び地
震対策

第２項 営 業 外 収 益 2,911,664

第１条 平成31年度京都市水道事業特別会計の予算は，次に定めるところに

　よる。

区　　分
事 業 量 概 要

年 間 総 給 水 量 180,804,000  

水 道 整 備 事 業 15,100,000  

期 末 使 用 者 数 787,100  

増 加 見 込 数 3,800  

主 要 な 建 設 改 良 事 業

１ 日 最 大 給 水 量 532,000  

１ 日 平 均 給 水 量 494,000  

期 首 使 用 者 数 783,300  

収　    　入

第１款 水 道 事 業 収 益 34,719,000

第１項 営 業 収 益 31,807,336



千円

千円

千円

（資本的収入及び支出）

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

投 資 1,762,866

第４項 その他資本的支出

支　　　　　出

第１款 水 道 事 業 費 用 30,558,000

第７項 基 金 繰 入 金 8,000

第８項 寄 附 金 8,000

第２項 企 業 債 償 還 金 17,319,334

第３項

42,712

第１項 営 業 費 用 26,375,517

第２項 営 業 外 費 用 4,182,483

　額及び損益勘定留保資金16,925,218千円で補塡するものとする。)。

収　　　　　入

第１款 資 本 的 収 入 16,933,000

第１項 企 業 債 12,826,000

第４条 資本的収入及び支出の予定額は，次のとおりと定める（資本的収入

額が資本的支出額に対し不足する額18,083,000千円は，当年度分消費税

及び地方消費税資本的収支調整額1,157,782千円，当年度利益剰余金処分

第４項 工 事 負 担 金 304,843

第２項 出 資 金 1,121,000

第３項 国 庫 補 助 金 400,750

第５項 加 入 金 507,542

第６項 基 金 収 入 1,353,552

第１項 建 設 改 良 費 15,891,088

第９項 その他資本的収入 403,313

支　　　　　出

第１款 資 本 的 支 出 35,016,000



（債務負担行為）

千円 

（企業債）

利 率

千円 ％ 

（一時借入金）

380,000  

諸 施 設 修 繕 平成31年度及び平成32年度 100,000  

諸 施 設 整 備
平成31年度から平成34年度
まで

250,000  

第５条　債務負担行為をすることができる事項，期間及び限度額は，次のと

　おりと定める。

事 項 期           間 限 度 額

水 道 整 備 事 業
平成31年度から平成33年度
まで 13,706,000  

南 部 拠 点 整 備 事 業
平成31年度から平成50年度
まで

9,600,000  

第６条　起債の目的，限度額，起債の方法，利率及び償還の方法は，次のと

　おりと定める。

起 債 の 目 的 限 度 額 起債の方法 償還の方法

発行価格が
額面金額を
下回るとき
は，その発
行価格差減
額を埋める
ため必要な
金額をこれ
に加算した
額

証券発行
（他の地方
公共団体と
の共同発行
を含む。）
又は消費貸
借の方法に
よる。

起債の日か
ら据置期間
を含め40年
以内に，元
金均等その
他の方法に
より償還す
る。ただ
し，財政の
都合その他
によって
は，繰上償
還をするこ
とができ
る。

水 道 建 設 改 良 費

　 8.0以内
ただし，利
率見直し方
式で借り入
れる政府資
金及び地方
公共団体金
融機構資金
について
は，利率の
見直しを
行った後に
おいては，
当該見直し
後の利率

4,060,000  

施 設 運 転 管 理 等 業 務
平成31年度から平成34年度
まで

計 4,060,000  

第７条　一時借入金の限度額は，9,000,000千円と定める。



（予定支出の各項の経費の金額の流用）

⑴ 消費税及び地方消費税に不足が生じた場合における営業費用及び営業

外費用の間の流用

（利益剰余金の処分）

　　　　建設改良積立金　 千円

（たな卸資産購入限度額）

第８条　予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は，次の

　とおりと定める。

第９条　当年度利益剰余金のうち1,957,366千円は，次のとおり処分するもの

　と定める。

1,957,366

第10条　たな卸資産の購入限度額は，500,000千円と定める。



議第15号

（総則）

（業務の予定量）

区　　分

事　　項
㎥

千円 

雨水幹線の整備等

（収益的収入及び支出）

千円

千円

千円

千円

千円

千円

支　　　　　出

第 １ 款 公共下水道事業費用 47,398,000

第 １ 項 事 業 費 用 41,584,368

第 ２ 項 事 業 外 費 用 5,813,632

第 １ 項 事 業 収 益 43,690,142

第 ２ 項 事 業 外 収 益 7,873,858

浸 水 対 策 3,024,000  

水 環 境 対 策 3,558,000  

第３条　収益的収入及び支出の予定額は，次のとおりと定める。

合流式下水道の改善等

収　    　　入

主 要 な 建 設 改 良 事 業

公 共 下 水 道 整 備 事 業 18,200,000  

下 水 道 管 路 の
改 築 更 新 ・ 地 震 対 策

4,086,000  

下 水 処 理 施 設 の
改 築 更 新 ・ 地 震 対 策

5,329,000  

老朽管の改築更新及び重要な管路
の耐震化等

　　　平成31年度京都市公共下水道事業特別会計予算

第１条　平成31年度京都市公共下水道事業特別会計の予算は，次に定めるところによ　

　る。

第２条　業務の予定量は，次のとおりとする。

事 業 量 概 要

第 １ 款 公共下水道事業収益 51,564,000

年 間 流 入 下 水 量 351,546,000  

1 日 平 均 流 入 下 水 量 961,000  

水環境保全センター施設の改築更
新及び地震対策

創 エ ネ ル ギ ー 対 策 2,203,000  下水汚泥固形燃料化施設の整備



（資本的収入及び支出）

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円合 計 46,306,000

第 ２ 款
水洗便所築造工事資金貸付

31,247 千円
事業資本的支出。。。。。

第 １ 項 貸 付 金 31,247

第 １ 項 建 設 改 良 費 19,498,896

第 ２ 項 企 業 債 償 還 金 26,363,613

第 ３ 項 投 資 412,244

合 計 23,010,000

支　　　　　出

第 １ 款 公共下水道事業資本的支出 46,274,753

第 ８ 項 そ の 他 資 本 的 収 入 2,616

第 ２ 款
水洗便所築造工事資金貸付

31,247 千円
事業資本的収入。。。。。

第 １ 項 貸 付 金 回 収 金 31,247

第 ５ 項 分 担 金 780

第 ６ 項 基 金 収 入 3,355

第 ７ 項 基 金 繰 入 金 62,141

第 ２ 項 出 資 金 1,723,963

第 ３ 項 国 庫 補 助 金 3,944,180

第 ４ 項 工 事 負 担 金 264,718

収　　　　　入

第 １ 款 公共下水道事業資本的収入 22,978,753

第 １ 項 企 業 債 16,977,000

第４条　資本的収入及び支出の予定額は，次のとおりと定める（資本的収入額が資本　　　　　　　　

　的支出額に対し不足する額23,296,000千円は，当年度分消費税及び地方消費税資本

　的収支調整額1,180,000千円，当年度利益剰余金処分額及び損益勘定留保資金

  22,116,000千円で補塡するものとする。）。



（債務負担行為）

千円 

（企業債）

千円 

（一時借入金）

（予定支出の各項の経費の金額の流用）

9,600,000  
平成31年度から平成50年度
まで

南 部 拠 点 整 備 事 業

第７条　一時借入金の限度額は，11,000,000千円と定める。

第８条　予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は，次のとおり

　と定める。

　⑴　消費税及び地方消費税に不足が生じた場合における事業費用及び事業外費用

　　の間の流用

諸 施 設 整 備
平成31年度から平成34年度
まで

300,000  

諸 施 設 修 繕 平成31年度及び平成32年度 100,000  

計 11,770,000

公共下水道 建 設改良費

発行価格が額
面金額を下回
るときは，そ
の発行価格差
減額を埋める
ため必要な金
額をこれに加
算した額

％ 

起債の日から据
置期間を含め40
年以内に，元金
均等その他の方
法により償還す
る。ただし，財
政の都合その他
によっては，繰
上償還をするこ
とができる。

11,300,000

証券発行
（他の地方
公共団体と
の共同発行
を含む｡）
又は消費貸
借の方法に
よる。

　8.0以内
ただし，
利率見直
し方式で
借り入れ
る政府資
金及び地
方公共団
体金融機
構資金に
ついて
は，利率
の見直し
を行った
後におい
ては，当
該見直し
後の利率

流域下水道 建 設分担金 470,000

施 設 運 転 管 理 等 業 務
平成31年度から平成34年度
まで

989,000  

第６条　起債の目的，限度額，起債の方法，利率及び償還の方法は，次のとおりと定

　める。

起 債 の 目 的 限 度 額 起債の方法 利　率 償 還 の 方 法

第５条　債務負担行為をすることができる事項，期間及び限度額は，次のとおりと定

　める。

事 項 期 間 限 度 額

公 共 下 水 道 整 備 事 業
平成31年度から平成34年度
まで

5,000,000  



（利益剰余金の処分）

　　　　減債積立金　 千円

（たな卸資産購入限度額）

第９条　当年度利益剰余金のうち591,194千円は，次のとおり処分するものと定め

　る。

591,194

第10条　たな卸資産の購入限度額は，4,000千円と定める。



議第16号

　　　平成31年度京都市自動車運送事業特別会計予算

（総則）

ころによる。・

（業務の予定量）

 　(１)　運転計画

両 

731 

km 

31,951,800 

人 

134,688,000 

人 

368,000 

 　(２)　主要な建設改良工事計画

　　　　乗合自動車購入　 47両

（収益的収入及び支出）

収　　　　入

　第１款　　自 動 車 運 送 事 業 収 益

　　第１項

　　第２項

支　　　　出

　第１款　　自 動 車 運 送 事 業 費 用

　　第１項

　　第２項

第１条 平成31年度京都市自動車運送事業特別会計の予算は，次に定めると

第２条 業務 の予 定量 は， 次の とお りと する 。・ ・・

24,254,000千円

23,719,000千円

23,351,543千円

586,900千円

367,457千円

第３条 収益的収入及び支出の予定額は，次のとおりと定める。

23,567,100千円

営 業 収 益

営 業 外 収 益

営 業 費 用

運 転 車 両 数

年 間 走 行 キ ロ メ ー ト ル

年 間 総 輸 送 人 員

１ 日 平 均 輸 送 人 員

営 業 外 費 用



　　第３項

（資本的収入及び支出）

収　　　　入

　第１款　　資　　本　　的　　収　　入

　　第１項

　　第２項　

　　第３項

支　　　　出

　第１款　　資　　本　　的　　支　　出

　　第１項

　　第２項

　　第３項

（企業債）

　・・

お り と 定 め る 。 ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・

第５条 起債の目的，限度額，起債の方法，利率及び償還の方法は，次のと

2,468,086千円

50,000千円

3,666,000千円

1,147,914千円

2,203,000千円

1,675千円

100,000千円

2,468,000千円

第４条 資本的収入及び支出の予定額は，次のとおりと定める（資本的収入

額が資本的支出額に対し不足する額1,198,000千円は，損益勘定留保資金等

　 で補塡するものとする｡）｡

263,325千円

予 備 費

企 業 債

補 助 金

そ の 他 資 本 収 入

建 設 改 良 費

企 業 債 償 還 金

予 備 費

起 債 の 目 的　 限　　 度　　 額 起債の方法 利　率 償還の方法

千円 ％

2,203,000 8.0以内

発 行 価 格 が 額
面 金 額 を 下 回
る と き は ， そ
の 発 行 価 格 差
減 額 を 埋 め る
た め 必 要 な 金
額 を こ れ に 加
算 し た 額 ・ ・

起債の 日か ら 据
置期間 を含 め30
年以内 に， 元利
均等そ の他の方
法 に よ り 償 還 す
る 。 た だ し ， 財
政の都合 その他
に よ って は ， 繰
上 償 還 をす る こ
と が で き る 。 ・

 自動車運送事業建設改
 良費

証 券 発 行
（ 他 の 地方
公 共団体と
の共同 発行
を 含 む 。 ）
又は消 費貸
借の方 法に
よ る 。 ・ ・



（一時借入金）

第６条　一時借入金の限度額は，3,000,000千円と定める。・

（予定支出の各項の経費の金額の流用）

第７条　予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は，次の

とおりと定める。

(１)　消費税及び地方消費税に不足が生じた場合における営業費用及び

　　営業外費用の間の流用

（他会計からの補助金）

第８条　バス車両の購入費等に充てるため，一般会計からこの会計へ補助を

受ける金額は，356,470千円である。

（たな卸資産購入限度額）

第９条　たな卸資産の購入限度額は，100,000千円と定める。・

　

　



議第17号

　　　平成31年度京都市高速鉄道事業特別会計予算

（総則）

第１条　平成31年度京都市高速鉄道事業特別会計の予算は，次に定めるとこ

　ろによる。

（業務の予定量）

第２条　業務の予定量は，次のとおりとする。

　(１)　運転計画

両  

204  

km  

21,217,414  

人  

146,034,000  

人  

399,000  

　(２)　主要な建設改良工事計画

　　　駅施設及び電路・機械設備等改良

（収益的収入及び支出）

第３条　収益的収入及び支出の予定額は，次のとおりと定める。

　　なお，営業外費用中支払利息及び企業債取扱諸費5,157,440千円の財源の

　一部に充てるため，企業債（資本費負担緩和分）638,000千円を借り入れる。

収　　　　　入

　第１款　高 速 鉄 道 事 業 収 益

　　第１項　

　　第２項　

支　　　　　出

　第１款　高 速 鉄 道 事 業 費 用 34,509,000千円

運 転 車 両 数

5,154,113千円

35,984,000千円

年 間 走 行 キ ロ メ ー ト ル

年 間 総 輸 送 人 員

１ 日 平 均 輸 送 人 員

30,829,887千円営 業 収 益

営 業 外 収 益



　　第１項

　　第２項

　　第３項

（資本的収入及び支出）

第４条　資本的収入及び支出の予定額は，次のとおりと定める（資本的収入

　額が資本的支出額に対し不足する額 12,420,000千円は，損益勘定留保資金

　等で補塡するものとする｡）。

収　　　　　入

　第１款　資　 本　 的　 収　 入

　　第１項

　　第２項

　　第３項

　　第４項

　　第５項

支　　　　　出

　第１款　資　 本　 的　 支　 出

　　第１項

　　第２項

　　第３項

　　第４項

（債務負担行為）

第５条　債務負担行為をすることができる事項，期間及び限度額は，次のと

　おりと定める。

事　　　　　　項 期　　　　　　間 限　　　度　　　額

23,300,000  

28,118,338千円営 業 費 用

100,000千円予 備 費

6,290,662千円営 業 外 費 用

企 業 債 29,416,000千円

33,139,000千円

補 助 金 850,200千円

出 資 金 2,852,000千円

工 事 負 担 金 20,624千円

45,559,000千円

建 設 改 良 費 12,215,887千円

そ の 他 資 本 収 入 176千円

企 業 債 償 還 金 31,998,163千円

予 備 費 100,000千円

　　高速鉄道営業線改良費 平成32年度から平成37年度まで

長 期 借 入 金 返 還 金 1,244,950千円

千円



（企業債）

第６条　起債の目的，限度額，起債の方法，利率及び償還の方法は，次のとお

　りと定める。

起 債 の 目 的 限　　 度　　 額 起債の方法 利　率 償還の方法

千円 ％

8.0以内

高 速 鉄 道 事 業 特 例 債 1,751,000

高速鉄道事業資本費平
準化債○○○○○○○

9,435,000

高速鉄道事業資本費負
担緩和分企業債○○○

638,000

計 18,415,000

（一時借入金）

第７条　一時借入金の限度額は，65,000,000千円と定める。

（予定支出の各項の経費の金額の流用）

第８条　予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は，次のとお

りと定める。

　(１)　消費税及び地方消費税に不足が生じた場合における営業費用及び営業外

 　　費用の間の流用

（他会計からの補助金）

第９条　特例債元利償還金等に充てるため，一般会計からこの会計へ補助を受

　ける金額は，2,746,000千円である。

（他会計からの出資金）

第10条　高速鉄道事業建設改良費に充てるため，一般会計からこの会計へ出資

　を受ける金額は，2,852,000千円である。

(行財政局財政部財政課）

高速鉄道事業建設改良
費○○○○○○○○○

発行価格が額
面金額を下回
るときは，その
発行価格差減
額を埋めるた
め必要な金額
をこれに加算
した額

証券発行
（他の地方
公共団体と
の共同発行
を含む｡)又
は消費貸借
の方法によ
る。

ただし，利
率見直し方
式で借り入
れる政府資
金及び地方
公共団体金
融機構資金
について
は，利率の
見直しを
行った後に
おいては，
当該見直し
後の利率

起債の日から
据置期間を含
め40年以内
に，元利均等
その他の方法
により償還す
る。ただし，財
政の都合その
他によって
は，繰上償還
をすることがで
きる。

6,591,000

りと定める。


